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第７２号議案 

芦屋市手数料条例の一部を改正する条例の制定について 

 芦屋市手数料条例の一部を改正する条例を別紙のように定める。 

   平成２９年１２月１日提出 

                       芦屋市長 山 中  健 

提案理由 

介護サービス事業者等の指定の審査に係る手数料を新たに定めるとともに，建築基

準法の一部改正に伴い，新たな用途地域内における建築等の許可申請手数料を定める

ため，この条例を制定しようとするもの。 
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芦屋市条例第  号 

   芦屋市手数料条例の一部を改正する条例 

芦屋市手数料条例（平成１２年芦屋市条例第８号）の一部を次のように改正する。 

 別表 ２民生関係の表に次のように加える。 

26 介護保険法（平成9年法律第123号）

第78条の2第1項の規定による指定

地域密着型サービス事業者（指定地

域密着型介護老人福祉施設入所者

生活介護事業者を除く。）の指定の

申請（当該申請に係る事業所が本市

の区域内にあるものに限る。27の項

から29の項まで，32の項及び33の項

において同じ。）に対する審査

指定地域密着型サービス事業

者指定申請手数料

1件につき 20,000円

27 介護保険法第78条の2第1項の規定

による指定地域密着型サービス事

業者（指定地域密着型介護老人福祉

施設入所者生活介護事業者に限

る。）の指定の申請に対する審査

指定地域密着型介護老人福祉

施設入所者生活介護事業者指

定申請手数料

1件につき 30,000円

28 介護保険法第78条の12の規定によ

り読み替えて準用する同法第70条

の2第4項において準用する同法第

78条の2第1項の規定による指定地

域密着型サービス事業者（指定地域

密着型介護老人福祉施設入所者生

活介護事業者を除く。）の指定の更

新の申請に対する審査

指定地域密着型サービス事業

者指定更新申請手数料

1件につき 10,000円

29 介護保険法第78条の12の規定によ指定地域密着型介護老人福祉 1件につき 15,000円
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り読み替えて準用する同法第70条

の2第4項において準用する同法第

78条の2第1項の規定による指定地

域密着型サービス事業者（指定地域

密着型介護老人福祉施設入所者生

活介護事業者に限る。）の指定の更

新の申請に対する審査

施設入所者生活介護事業者指

定更新申請手数料

30 介護保険法第79条第1項の規定によ

る指定居宅介護支援事業者の指定

の申請に対する審査

指定居宅介護支援事業者指定

申請手数料

1件につき 20,000円

31 介護保険法第79条の2第4項におい

て準用する同法第79条第1項の規定

による指定居宅介護支援事業者の

指定の更新の申請に対する審査

指定居宅介護支援事業者指定

更新申請手数料

1件につき 10,000円

32 介護保険法第115条の12第1項の規

定による指定地域密着型介護予防

サービス事業者の指定の申請に対

する審査

指定地域密着型介護予防サー

ビス事業者指定申請手数料

1件につき 14,000円

33 介護保険法第115条の21の規定によ

り読み替えて準用する同法第70条

の2第4項において準用する同法第

115条の12第1項の規定による指定

地域密着型介護予防サービス事業

者の指定の更新の申請に対する審

査

指定地域密着型介護予防サー

ビス事業者指定更新申請手数

料

1件につき 7,000円

34 介護保険法第115条の45の5第1項の

規定による指定事業者（同法第115

条の45第1項第1号イ又はロに規定

する事業を行う事業者に限る。35の

項において同じ。）の指定の申請に

対する審査

指定事業者指定申請手数料 1件につき 14,000円
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35 介護保険法第115条の45の6第4項に

おいて準用する同法第115条の45の

5第1項の規定による指定事業者の

指定の更新の申請に対する審査

指定事業者指定更新申請手数

料

1件につき 7,000円

 別表 ３建設関係(2)建築基準法関係の表番号１９の項事務の欄中「第１２項」

を「第１３項」に改め，同表番号２２の項，２３の項，３２の項，３５の項，４３

の項，４９の項及び６０の項事務の欄及び名称の欄中「建ぺい率」を「建蔽率」に

改める。 

別表 ３建設関係(6)芦屋市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条

例関係の表番号２の項名称の欄中「建ぺい率」を「建蔽率」に改める。 

附 則 

この条例は，平成３０年４月１日から施行する。 
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参 照 １ 

芦屋市手数料条例の一部改正要綱 

１ 改正の趣旨 

介護サービス事業者等の指定の審査に係る手数料を新たに定めるとともに，建築

基準法の一部改正に伴い，新たな用途地域内における建築等の許可申請手数料を定

めるため，この条例を制定しようとするもの。 

２ 改正の内容 

(1) 介護サービス事業者等の指定の審査に係る手数料を次のとおり定める。 

（別表 ２民生関係の表関係） 

名称 金額（１件）

地域密着型サービス（地域密着型介護老人福祉施設を除く。） 

 指定地域密着型サービス事業者指定申請手数料 20,000 円

指定地域密着型サービス事業者指定更新申請手数料 10,000 円

地域密着型介護老人福祉施設 

 指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護事業者 

指定申請手数料 
30,000 円

指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護事業者 

指定更新申請手数料 
15,000 円

居宅介護支援 

 指定居宅介護支援事業者指定申請手数料 20,000 円

指定居宅介護支援事業者指定更新申請手数料 10,000 円

地域密着型介護予防サービス 

 指定地域密着型介護予防サービス事業者指定申請手数料 14,000 円

指定地域密着型介護予防サービス事業者指定更新申請手数料 7,000 円

介護予防・日常生活支援総合事業 

 指定事業者指定申請手数料 14,000 円

指定事業者指定更新申請手数料 7,000 円
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 (2)  新たな用途地域として定められた田園住居地域（※）内における建築等許可申

請手数料を１件につき１８０，０００円と定める。 

（別表 ３建設関係(2)建築基準法関係の表関係） 

※ 田園住居地域とは，農業の利便の増進を図りつつ，これと調和した低層住宅

に係る良好な住居の環境を保護する用途地域をいう。 

(3)  その他規定の整理 

３ 施行期日 

平成３０年４月１日 
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参 照 ２ 

   介護保険法抜粋 

（地域密着型介護サービス費の支給） 

第４２条の２ 市町村は，要介護被保険者が，当該市町村（住所地特例適用被保険者

である要介護被保険者（以下「住所地特例適用要介護被保険者」という。）に係る

特定地域密着型サービスにあっては，施設所在市町村を含む。）の長が指定する者

（以下「指定地域密着型サービス事業者」という。）から当該指定に係る地域密着

型サービス事業を行う事業所により行われる地域密着型サービス（以下「指定地域

密着型サービス」という。）を受けたときは，当該要介護被保険者に対し，当該指

定地域密着型サービスに要した費用（地域密着型通所介護，認知症対応型通所介護，

小規模多機能型居宅介護，認知症対応型共同生活介護，地域密着型特定施設入居者

生活介護及び地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に要した費用について

は，食事の提供に要する費用，居住に要する費用その他の日常生活に要する費用と

して厚生労働省令で定める費用を除く。以下この条において同じ。）について，地

域密着型介護サービス費を支給する。ただし，当該要介護被保険者が，第３７条第

１項の規定による指定を受けている場合において，当該指定に係る種類以外の地域

密着型サービスを受けたときは，この限りでない。 

（第２項から第１０項まで省略） 

（地域密着型介護予防サービス費の支給） 

第５４条の２ 市町村は，居宅要支援被保険者が，当該市町村（住所地特例適用被保

険者である居宅要支援被保険者（以下「住所地特例適用居宅要支援被保険者」とい

う。）に係る特定地域密着型介護予防サービスにあっては，施設所在市町村を含む。）

の長が指定する者（以下「指定地域密着型介護予防サービス事業者」という。）か

ら当該指定に係る地域密着型介護予防サービス事業を行う事業所により行われる

地域密着型介護予防サービス（以下「指定地域密着型介護予防サービス」という。）

を受けたとき（当該居宅要支援被保険者が，第５８条第４項の規定により同条第１

項に規定する指定介護予防支援を受けることにつきあらかじめ市町村に届け出て

いる場合であって，当該指定地域密着型介護予防サービスが当該指定介護予防支援
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の対象となっているときその他の厚生労働省令で定めるときに限る。）は，当該居

宅要支援被保険者に対し，当該指定地域密着型介護予防サービスに要した費用（食

事の提供に要する費用その他の日常生活に要する費用として厚生労働省令で定め

る費用を除く。以下この条において同じ。）について，地域密着型介護予防サービ

ス費を支給する。ただし，当該居宅要支援被保険者が，第３７条第１項の規定によ

る指定を受けている場合において，当該指定に係る種類以外の地域密着型介護予防

サービスを受けたときは，この限りでない。 

（第２項から第１０項まで省略） 

（指定居宅サービス事業者の指定） 

第７０条 第４１条第１項本文の指定は，厚生労働省令で定めるところにより，居宅

サービス事業を行う者の申請により，居宅サービスの種類及び当該居宅サービスの

種類に係る居宅サービス事業を行う事業所（以下この節において単に「事業所」と

いう。）ごとに行う。 

（第２項から第８項まで省略） 

（指定の更新） 

第７０条の２ 第４１条第１項本文の指定は，６年ごとにその更新を受けなければ，

その期間の経過によって，その効力を失う。 

（第２項及び第３項省略） 

４ 前条の規定は，第１項の指定の更新について準用する。 

（指定地域密着型サービス事業者の指定） 

第７８条の２ 第４２条の２第１項本文の指定は，厚生労働省令で定めるところによ

り，地域密着型サービス事業を行う者（地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介

護を行う事業にあっては，老人福祉法第２０条の５に規定する特別養護老人ホーム

のうち，その入所定員が２９人以下であって市町村の条例で定める数であるものの

開設者）の申請により，地域密着型サービスの種類及び当該地域密着型サービスの

種類に係る地域密着型サービス事業を行う事業所（第７８条の１３第１項及び第７

８条の１４第１項を除き，以下この節において「事業所」という。）ごとに行い，

当該指定をする市町村長がその長である市町村が行う介護保険の被保険者（特定地

域密着型サービスに係る指定にあっては，当該市町村の区域内に所在する住所地特
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例対象施設に入所等をしている住所地特例適用要介護被保険者を含む。）に対する

地域密着型介護サービス費及び特例地域密着型介護サービス費の支給について，そ

の効力を有する。 

（第２項から第１１項まで省略） 

（準用） 

第７８条の１２ 第７０条の２，第７１条及び第７２条の規定は，第４２条の２第１

項本文の指定について準用する。この場合において，これらの規定に関し必要な技

術的読替えは，政令で定める。 

（指定居宅介護支援事業者の指定） 

第７９条 第４６条第１項の指定は，厚生労働省令で定めるところにより，居宅介護

支援事業を行う者の申請により，居宅介護支援事業を行う事業所（以下この節にお

いて単に「事業所」という。）ごとに行う。 

（第２項及び第３項省略） 

（指定の更新） 

第７９条の２ 第４６条第１項の指定は，６年ごとにその更新を受けなければ，その

期間の経過によって，その効力を失う。 

（第２項及び第３項省略） 

４ 前条の規定は，第１項の指定の更新について準用する。 

（指定地域密着型介護予防サービス事業者の指定） 

第１１５条の１２ 第５４条の２第１項本文の指定は，厚生労働省令で定めるところ

により，地域密着型介護予防サービス事業を行う者の申請により，地域密着型介護

予防サービスの種類及び当該地域密着型介護予防サービスの種類に係る地域密着

型介護予防サービス事業を行う事業所（以下この節において「事業所」という。）

ごとに行い，当該指定をする市町村長がその長である市町村が行う介護保険の被保

険者（特定地域密着型介護予防サービスに係る指定にあっては，当該市町村の区域

内に所在する住所地特例対象施設に入所等をしている住所地特例適用居宅要支援

被保険者を含む。）に対する地域密着型介護予防サービス費及び特例地域密着型介

護予防サービス費の支給について，その効力を有する。 
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（第２項から第７項まで省略） 

（準用） 

第１１５条の２１ 第７０条の２の規定は，第５４条の２第１項本文の指定について

準用する。この場合において，必要な技術的読替えは，政令で定める。 

（地域支援事業） 

第１１５条の４５ 市町村は，被保険者（当該市町村が行う介護保険の住所地特例適

用被保険者を除き，当該市町村の区域内に所在する住所地特例対象施設に入所等を

している住所地特例適用被保険者を含む。第３項第３号及び第１１５条の４９を除

き，以下この章において同じ。）の要介護状態等となることの予防又は要介護状態

等の軽減若しくは悪化の防止及び地域における自立した日常生活の支援のための

施策を総合的かつ一体的に行うため，厚生労働省令で定める基準に従って，地域支

援事業として，次に掲げる事業（以下「介護予防・日常生活支援総合事業」という。）

を行うものとする。 

(1)  居宅要支援被保険者その他の厚生労働省令で定める被保険者（以下「居宅要支

援被保険者等」という。）に対して，次に掲げる事業を行う事業（以下「第１号

事業」という。） 

イ 居宅要支援被保険者等の介護予防を目的として，当該居宅要支援被保険者等

の居宅において，厚生労働省令で定める基準に従って，厚生労働省令で定める

期間にわたり日常生活上の支援を行う事業（以下この項において「第１号訪問

事業」という。） 

ロ 居宅要支援被保険者等の介護予防を目的として，厚生労働省令で定める施設

において，厚生労働省令で定める基準に従って，厚生労働省令で定める期間に

わたり日常生活上の支援又は機能訓練を行う事業（以下この項において「第１

号通所事業」という。） 

（ハ及びニ省略） 

（第２号省略） 

（第２項から第５項まで省略） 

（指定事業者の指定） 

第１１５条の４５の５ 第１１５条の４５の３第１項の指定（第１１５条の４５の７
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第１項を除き，以下この章において「指定事業者の指定」という。）は，厚生労働

省令で定めるところにより，第１号事業を行う者の申請により，当該事業の種類及

び当該事業の種類に係る当該第１号事業を行う事業所ごとに行う。 

（第２項省略） 

（指定の更新） 

第１１５条の４５の６ （第１項省略） 

（第２項及び第３項省略） 

４ 前条の規定は，指定事業者の指定の更新について準用する。 

   介護保険法施行令抜粋 

 （指定地域密着型サービス事業者の指定の更新に関する読替え） 

第３５条の６ 法第７８条の１２の規定による技術的読替えは，次の表のとおりとす

る。 

法の規定中読み替える

規定 

読み替えられる

字句 

読み替える字句 

（省略） 

第７０条の２第４項 前条 第７８条の２ 

  第１項 第７８条の１２において準用する第１項 

（省略） 

（指定地域密着型介護予防サービス事業者の指定の更新に関する読替え） 

第３５条の１３ 法第１１５条の２１の規定による技術的読替えは，次の表のとおり

とする。 

法の規定中読み替える

規定 

読み替えられる

字句 

読み替える字句 

（省略） 

第７０条の２第４項 前条 第１１５条の１２ 

  第１項 第１１５条の２１において準用する第１項 



第７２号議案説明資料

※平成28年4月から地域密着型サービスに移行

　（定員18人以下の小規模な事業所）

※平成30年4月から権限移譲

※平成30年3月31日までに全て移行

　　（平成29年度は移行期間）

介護保険法における介護サービスの指定権者

居宅介護支援（ケアマネジャー） 居宅介護支援（ケアマネジャー）

介護予防訪問介護

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

夜間対応型訪問介護

認知症対応型通所介護

小規模多機能型居宅介護

認知症対応型共同生活介護

地域密着型特定施設入居者生活介護

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

看護小規模多機能型居宅介護

地域密着型通所介護 （定員18人以下）

介護療養型医療施設

地
域
密
着
型
サ
ー

ビ
ス

介護予防認知症対応型通所介護

介護予防・日常生活支援総合事業
（要支援者・事業対象者）

地域密
着型介
護予防
サービス

介護予防小規模多機能型居宅介護

介護予防認知症対応型共同生活介護

介護予防支援（地域包括支援センター）

総合事業
第１号訪問事業

第１号通所事業

特定介護予防福祉用具販売

介護予防通所リハビリテーション

介護予防短期入所生活介護

介護予防短期入所療養介護

介護予防特定施設入居者生活介護

介護予防福祉用具貸与

福祉用具貸与

特定福祉用具販売

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護予防通所介護

都道府県・政令市・中核市が
指定・監督するサービス

市（政令市・中核市を含む。）・町・村が
指定・監督するサービス

訪問介護

訪問入浴介護

訪問看護

介
護
給
付
対
象
サ
ー

ビ
ス

（
要
介
護
者

）

予
防
給
付
対
象
サ
ー

ビ
ス

（
要
支
援
者

）

居
宅
サ
ー

ビ
ス

通所介護

訪問リハビリテーション

居宅療養管理指導

通所リハビリテーション

短期入所生活介護

施設
サー
ビス

介
護
予
防
サ
ー

ビ
ス

介護予防訪問入浴介護

介護予防訪問看護

介護予防訪問リハビリテーション

介護予防居宅療養管理指導

短期入所療養介護

特定施設入居者生活介護
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県
政令市
中核市

左記以外の
市・町

20,000円 10,000円

20,000円 10,000円

介護老人福祉施設 30,000円 15,000円

介護老人保健施設 63,000円 15,000円

介護療養型医療施設 ― 15,000円

14,000円 7,000円

20,000円 10,000円

地域密着型介護老人福祉施設 30,000円 15,000円

14,000円 7,000円

14,000円 7,000円 H29.4
H29.10ほか
(※２）

政令市：神戸市

中核市：姫路市・尼崎市・西宮市

※１：

※２：（H29.10～）小野市
（H30.4～）加西市

兵庫県下の指定申請（新規・更新）手数料の状況

　各介護サービス毎に指定権限のある地方公共団体において条例で定めている指定申請（新規・更新）手
数料は，全て同額である。

事業の種類

地域密着型介護予防サービス

介護予防・日常生活支援総合事業

H21.4 H24.4

H24.4
H28.4ほか
(※１)

地域密着型サービス
（地域密着型介護老人福祉施設を除く。）

居宅サービス

居宅介護支援（ケアマネジャー）

介護予防サービス

施設サー
ビス

（H28.4～）加古川市・高砂市・稲美町・播磨町
（H29.4～）西脇市・三木市・加西市・多可町
（H29.10～）小野市・加東市

新規 更新
徴収開始時期
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○

建
築
基
準
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
二
百
一
号
）

（
傍
線
の
部
分
は
改
正
部
分
）

改

正

後

改

正

前
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芦屋市手数料条例新旧対照表 

（下線部分は，改正部分） 

改正案 現 行 

別表（第2条関係） 別表（第2条関係） 

1 総務関係 （表省略） 1 総務関係 （表省略） 

2 民生関係 2 民生関係 

番

号

事務 名称 金額 

1～

25 

（省略） 

26 介護保険法（平成9年法

律第123号）第78条の2

第1項の規定による指

定地域密着型サービス

事業者（指定地域密着

型介護老人福祉施設入

所者生活介護事業者を

除く。）の指定の申請

（当該申請に係る事業

所が本市の区域内にあ

るものに限る。27の項

から29の項まで，32の

項及び33の項において

同じ。）に対する審査 

指定地域密着型サービス事

業者指定申請手数料 

1件につき 2

0,000円 

27 介護保険法第78条の2指定地域密着型介護老人福1件につき 3

番

号

事務 名称 金額 

1～

25 

（省略） 
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改正案 現 行 

第1項の規定による指

定地域密着型サービス

事業者（指定地域密着

型介護老人福祉施設入

所者生活介護事業者に

限る。）の指定の申請に

対する審査 

祉施設入所者生活介護事業

者指定申請手数料 

0,000円 

28 介護保険法第78条の12

の規定により読み替え

て準用する同法第70条

の2第4項において準用

する同法第78条の2第1

項の規定による指定地

域密着型サービス事業

者（指定地域密着型介

護老人福祉施設入所者

生活介護事業者を除

く。）の指定の更新の申

請に対する審査 

指定地域密着型サービス事

業者指定更新申請手数料 

1件につき 1

0,000円 

29 介護保険法第78条の12

の規定により読み替え

て準用する同法第70条

の2第4項において準用

する同法第78条の2第1

項の規定による指定地

域密着型サービス事業

指定地域密着型介護老人福

祉施設入所者生活介護事業

者指定更新申請手数料 

1件につき 1

5,000円 
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改正案 現 行 

者（指定地域密着型介

護老人福祉施設入所者

生活介護事業者に限

る。）の指定の更新の申

請に対する審査 

30 介護保険法第79条第1

項の規定による指定居

宅介護支援事業者の指

定の申請に対する審査

指定居宅介護支援事業者指

定申請手数料 

1件につき 2

0,000円 

31 介護保険法第79条の2

第4項において準用す

る同法第79条第1項の

規定による指定居宅介

護支援事業者の指定の

更新の申請に対する審

査 

指定居宅介護支援事業者指

定更新申請手数料 

1件につき 1

0,000円 

32 介護保険法第115条の1

2第1項の規定による指

定地域密着型介護予防

サービス事業者の指定

の申請に対する審査 

指定地域密着型介護予防サ

ービス事業者指定申請手数

料 

1件につき 1

4,000円 

33 介護保険法第115条の2

1の規定により読み替

えて準用する同法第70

条の2第4項において準

指定地域密着型介護予防サ

ービス事業者指定更新申請

手数料 

1件につき 7,

000円 
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改正案 現 行 

用する同法第115条の1

2第1項の規定による指

定地域密着型介護予防

サービス事業者の指定

の更新の申請に対する

審査 

34 介護保険法第115条の4

5の5第1項の規定によ

る指定事業者（同法第1

15条の45第1項第1号イ

又はロに規定する事業

を行う事業者に限る。3

5の項において同じ。）

の指定の申請に対する

審査 

指定事業者指定申請手数料 1件につき 1

4,000円 

35 介護保険法第115条の4

5の6第4項において準

用する同法第115条の4

5の5第1項の規定によ

る指定事業者の指定の

更新の申請に対する審

査 

指定事業者指定更新申請手

数料 

1件につき 7,

000円 

3 建設関係 

(1) （表省略） 

(2)  建築基準法関係 

3 建設関係  

(1) （表省略） 

(2)  建築基準法関係 
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番

号 

事務 名称 金額 

1

～

18 

（省略） 

19 建築基準法第48条第1

項から第13項までの

各項ただし書（同法第

87条第2項若しくは第

3項又は第88条第2項

において準用する場

合を含む。）の規定に

基づく建築等の許可

の申請に対する審査 

用途地域内における

建築等許可申請手数

料 

1件につき 180,000

円 

20
・ 

21 
（省略） 

22 建築基準法第53条第4

項の規定に基づく建

築物の建蔽率に関す

る特例の許可の申請

に対する審査 

建築物の建蔽率の特

例許可申請手数料 

1件につき 33,000円

23 建築基準法第53条第5

項第3号の規定に基づ

く建築物の建蔽率に

関する制限の適用除

建築物の建蔽率に関

する制限の適用除外

に係る許可申請手数

料 

1件につき 33,000円

番

号 

事務 名称 金額 

1

～

18 

（省略） 

19 建築基準法第48条第1

項から第12項までの

各項ただし書（同法第

87条第2項若しくは第

3項又は第88条第2項

において準用する場

合を含む。）の規定に

基づく建築等の許可

の申請に対する審査 

用途地域内における

建築等許可申請手数

料 

1件につき 180,000

円 

20
・ 

21 
（省略） 

22 建築基準法第53条第4

項の規定に基づく建

築物の建ぺい率に関

する特例の許可の申

請に対する審査 

建築物の建ぺい率の

特例許可申請手数料 

1件につき 33,000円

23 建築基準法第53条第5

項第3号の規定に基づ

く建築物の建ぺい率

に関する制限の適用

建築物の建ぺい率に

関する制限の適用除

外に係る許可申請手

数料 

1件につき 33,000円
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外に係る許可の申請

に対する審査 

24

～

31 

（省略） 

32 建築基準法第59条第1

項第3号の規定に基づ

く建築物の容積率，建

蔽率，建築面積又は壁

面の位置に関する特

例の許可の申請に対

する審査 

高度利用地区内にお

ける建築物の容積率，

建蔽率，建築面積又は

壁面の位置の特例許

可申請手数料 

1件につき 160,000

円 

33
・ 

34 
（省略） 

35 建築基準法第60条の2

第1項第3号の規定に

基づく建築物の容積

率，建蔽率，建築面積，

高さ又は壁面の位置

に関する特例の許可

の申請に対する審査 

都市再生特別地区内

における建築物の容

積率，建蔽率，建築面

積，高さ又は壁面の位

置の特例許可申請手

数料 

1件につき 160,000

円 

36

～

42 

（省略） 

43 建築基準法第68条の3再開発等促進区等内1件につき 27,000円

除外に係る許可の申

請に対する審査 

24

～

31 

（省略） 

32 建築基準法第59条第1

項第3号の規定に基づ

く建築物の容積率，建

ぺい率，建築面積又は

壁面の位置に関する

特例の許可の申請に

対する審査 

高度利用地区内にお

ける建築物の容積率，

建ぺい率，建築面積又

は壁面の位置の特例

許可申請手数料 

1件につき 160,000

円 

33
・ 

34 
（省略） 

35 建築基準法第60条の2

第1項第3号の規定に

基づく建築物の容積

率，建ぺい率，建築面

積，高さ又は壁面の位

置に関する特例の許

可の申請に対する審

査 

都市再生特別地区内

における建築物の容

積率，建ぺい率，建築

面積，高さ又は壁面の

位置の特例許可申請

手数料 

1件につき 160,000

円 

36

～

42 

（省略） 

43 建築基準法第68条の3再開発等促進区等内1件につき 27,000円
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第1項の規定に基づく

建築物の容積率，同条

第2項の規定に基づく

建築物の建蔽率又は

同条第3項に規定する

建築物の高さに関す

る制限の適用除外に

係る認定の申請に対

する審査 

における建築物の容

積率，建蔽率又は高さ

に関する適用除外に

係る認定申請手数料 

44

～

48 

（省略） 

49 建築基準法第68条の5

の6の規定に基づく建

築物の建蔽率の特例

の認定の申請に対す

る審査 

地区計画等の区域内

における建築物の建

蔽率の特例認定申請

手数料 

1件につき 27,000円

50

～

59 

（省略） 

60 建築基準法第86条の6

第2項の規定に基づく

建築物の容積率，建蔽

率，外壁の後退距離又

は高さに関する制限

の適用除外に係る認

一団地の住宅施設に

関する都市計画に基

づく建築物の容積率，

建蔽率，外壁の後退距

離又は高さに関する

制限の適用除外に係

1件につき 27,000円

第1項の規定に基づく

建築物の容積率，同条

第2項の規定に基づく

建築物の建ぺい率又

は同条第3項に規定す

る建築物の高さに関

する制限の適用除外

に係る認定の申請に

対する審査 

における建築物の容

積率，建ぺい率又は高

さに関する適用除外

に係る認定申請手数

料 

44

～

48 

（省略） 

49 建築基準法第68条の5

の6の規定に基づく建

築物の建ぺい率の特

例の認定の申請に対

する審査 

地区計画等の区域内

における建築物の建

ぺい率の特例認定申

請手数料 

1件につき 27,000円

50

～

59 

（省略） 

60 建築基準法第86条の6

第2項の規定に基づく

建築物の容積率，建ぺ

い率，外壁の後退距離

又は高さに関する制

限の適用除外に係る

一団地の住宅施設に

関する都市計画に基

づく建築物の容積率，

建ぺい率，外壁の後退

距離又は高さに関す

る制限の適用除外に

1件につき 27,000円
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定の申請に対する審

査 

る認定申請手数料 

61

～

65 

（省略） 

認定の申請に対する

審査 

係る認定申請手数料 

61

～

65 

（省略） 

(3)～(5) （表省略） 

(6) 芦屋市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例 

  関係 

番号 事務 名称 金額 

1 （省略） 

2 芦屋市地区計画の区

域内における建築物

の制限に関する条例

第6条第3項第2号の規

定に基づく建築物の

建築面積の敷地面積

に対する割合の許可

の申請に対する審査 

地区計画区域内にお

ける建築物の建蔽率

の適用除外に係る許

可申請手数料 

1件につき 160,000

円 

3・4 （省略） 

(3)～(5) （表省略） 

(6) 芦屋市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例

関係 

番号 事務 名称 金額 

1 （省略） 

2 芦屋市地区計画の区

域内における建築物

の制限に関する条例

第6条第3項第2号の規

定に基づく建築物の

建築面積の敷地面積

に対する割合の許可

の申請に対する審査

地区計画区域内にお

ける建築物の建ぺい

率の適用除外に係る

許可申請手数料 

1件につき 160,000

円 

3・4 （省略） 

(7)～(9) （表省略） 

4 消防関係 （表省略） 

5 その他共通関係 （表省略）

(7)～(9) （表省略） 

4 消防関係 （表省略） 

5 その他共通関係 （表省略）


